
様式第1（第5条関係）（平11通産令58・平12通産令183・令元経産令17・一部改正）収入探査（採掘）権設定許可申請書印紙年月日経済産業大臣殿住所氏名又は名称及び法人にあつてはその代表者の氏名下記の区域について、探査（採掘）権の設定の許可を受けたいので、日本国と大韓民国との間の両国に隣接する大陸棚の南部の共同開発に関する協定の実施に伴う石油及び可燃性天然ガス資源の開発に関する特別措置法第12条の規定に基づき、必要な書類を添えて申請します。記1申請の区域に係る法第16条の規定に基づく告示の番号2申請の区域の面積3申請の区域の位置備考1「3」の位置は、度及び小数点以下1位の分で表示された緯度及び経度により表示される座標をもつて記載すること。2申請書には、所定の手数料に相当する額の収入印紙をはること（その収入印紙には、消印をしないこと。）。3用紙の大きさは、日本産業規格A4とすること。4氏名を記載し、押印することに代えて、署名することができる。この場合において、署名は本人が自署するものとする。  


